
公立病院に関する今後の財政措置のあり方について（各論部分に関する論点整理メモ）

Ⅲ 具体的財政措置に関する提言

１ 過疎地等に関する財政措置の充実

(１) 「不採算地区病院」の運営費に係る措置

現行「不採算地区病院」の要件

○ 　病床数100床未満（感染症病床を除く）、又は、1日平均入院患
者数が100人未満であり、１日平均外来患者数が200人未満で
ある一般病院。

財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

【現状】

資料１

○

【論点１】

①

② ○

③

　不採算地区病院の要件見直しに当たり、規模要件のあり方等
についてどう考えるか。

　現行の病床規模及び外来患者数の要件について、緩和の方
向での見直しが必要か否か。

　大規模病院については、立地場所にかかわらず一般に一定
の採算性確保が期待されることから、何らかの規模要件を設け
る方向でよいか。　※　参考資料　P３ ～P４  参照

ある 般病院。

　当該病院の所在する市町村内に他に一般病院がないもの又
は所在市町村の面積が300ｋ㎡以上で他の一般病院の数が１
に限られるもの。(市町村合併が行われた場合、一定の経過措
置)

１日平均入院患者数(１００人)、外来患者数(２００人)についての規定
の撤廃、または緩和して欲しい。

　現行措置額の算定は、(単価)×(病床数)で行われる結果、病
床規模要件からわずかに外れる病床数の診療所及び病院との
間で財政措置が極めて非連続的になっている点について、どう
考えるか。
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）
【論点２】 ○ 近隣病院への距離、時間等について考慮して欲しい。

○

①

○

②

③ ○

④

○

【論点 】

　過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、離島振興法等
の特定地域振興立法の地域指定状況に着目するか。

　その他、現行要件にかわるものとしてどのような要件が考えら
れるか。

不採算地区病院に係る財政措置の水準(病床当たり単価等)

　市町村合併の進展に伴い、不採算地区病院の地域要件を見
直す際、「市町村内唯一の病院である」という要件にかわるもの
としては、どのようなものが考えられるか。 市町村行政区域要件の緩和もしくは市町村という行政区域ではなく、

実質的な生活圏で要件を考えてほしい。

病床数や患者数を要件とするのではなく、他の一般病院との距離（地
理的条件）や診療科目、他の自治体からの患者受入数を要件とすべ
き。

　近隣の一般病院までの移動距離（時間）に着目してはどうか。
その場合、例えば自動車等でおおむね３０分以上の移動時間
を要する距離といった目安で検討してみてはどうか。

不採算地区病院への１床当たり単価を現行の３倍に増額してほしい。

　国勢調査において都市的形態を有する地域とされる「人口集
中地区」以外に所在することに着目するか。

過疎地域に立地する不採算地区病院以外の公立病院に対しても不
採算地区病院と同様に交付税措置を講じてほしい。

【論点３】

(２) 過疎地等における施設整備費に係る財政措置

平成２０年度　一般会計負担に係る繰出基準（抄）

【論点１】 ○

【論点２】 　過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎対策事業債の償
還年限は、現在１２年が上限とされているが、病院事業債にお
ける取扱いとの均衡を踏まえて、延長の方向で検討することが
望ましいのではないか。

　不採算地区病院に係る財政措置の水準(病床当たり単価等)
についても、地方公共団体の実態を踏まえつつ、全体として充
実の方向で検討すべきということでよいか。

　建設改良費に係る一般会計からの繰出基準は、現在、全国一
律とされているが、病院の立地地域や病床規模に応じて差を設
けることについてどう考えるか。※　参考資料　P５  参照

【現状】
　病院の建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営
に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相
当する額（建設改良費及び企業債元利償還金等の2分の1を基
準とする。）とする。

不採算地区病院の改築に当たっては、一般会計からの繰出しを１／
２から２／３に引き上げるとともに、普通交付税措置率を引き上げて
ほしい。
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

２  産科、小児科、救急医療等に関する財政措置の充実

(１) 産科、小児科 ○

○

①

【参考】　平成１９年度　決算額

周産期医療

　このため、地方公共団体の一般会計からの繰出実績を踏ま
え、周産期医療及び小児医療に関する交付税措置額の水準に
ついて充実を図るよう検討すべきではないか。

産科、小児科に関しては、近年、医師の確保が困難な分野である。
公立病院は、採算性が低く、民間医療機関による実施が困難な医療
分野を担うことが期待されていることから、当該分野について重点的
に財政措置を講じていただきたい。

【論点】 　特に医師不足が深刻な産科・小児科において、必要な医療提
供体制を確保するためには、財政措置の充実が必要ではない
か。

周産期センターの施設整備費に対する補助制度、運営費に対する特
別交付税措置の充実をお願いしたい。

　　　　周産期医療

　　　　小児医療

②

③

　　　　　　　　一般会計繰出金額　　１６９億円
　　　　　　　　特別交付税措置額　　　６９億円

　その他、産科、小児科に係る財政措置の充実に関し、具体的
にどのような手法が考えられるか。

　　　　　　　　一般会計繰出金額　　８７億円
　　　　　　　　特別交付税措置額　　３８億円

　このほか、医師の人件費に関する財政措置について、平成21
年度からの新たな国庫補助制度や、国家公務員である医師に
ついて講じられる措置の動向等を踏まえ、充実を検討すべきで
はないか。
※　参考資料　P６  参照
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

(２) 救急医療

○

① ○

【参考】　平成１９年度　決算額

　救急の搬送件数が増加し、これに対応する体制整備が迫られ
る中で、救急医療に係る一般会計負担も増加していることか
ら、財政措置の充実が必要ではないか。

　このため、地方公共団体の一般会計からの繰出実績を踏ま
え、救急医療に関する交付税措置額の水準について充実を図
るよう検討すべきではないか。

　　　　　　　　一般会計繰出金額　　８４９億円
　　　　　　　　特別交付税措置額　　２４４億円

【論点】 救急医療に対する財政措置については、現行制度の２倍の増額を要
望する。

救急告示病院の１病院あたりの交付税措置額について、実際の医師
等の待機及び空床確保等に必要な経費との乖離が大きいので拡大
してほしい。

② ○

○

③

３  公立病院の経営形態多様化を踏まえた財政措置

○

　その他、救急医療に係る財政措置の充実に関し、具体的にど
のような手法が考えられるか。

　このほか、平成２１年度からの新たな国庫補助制度や、国家
公務員である医師の給与について講じられる措置の動向等を
踏まえ、財政措置の充実を検討すべきではないか。
 ※　参考資料　P６  参照

(１)　公立病院と同等の医療機能を担う公的病院等に対する助成に関する
　　財政措置

【論点】 　公立病院の公設民営化、民間譲渡等が進展する中で、公立
病院と同等の医療機能を担う公的病院や民間医療機関に対す
る地方公共団体からの助成についてどう考えるか。

公立病院には低所得者や不法滞在外国人等医療費の支払能力が
ない救急患者を受けざるを得ず、多額の未収金が生じていることか
ら、救急医療体制の維持のためにこれらに対する財政措置をお願い
したい。

救急医療の財政措置の算定に救急患者の受入数を評価してほしい。

不採算医療についても診療報酬で賄え、民間病院で提供できるよう
な医療制度を目指すべきだが、経過的（あるいは代替的）な措置とし
て、国からの補助を公立病院にのみ与える仕組みとせず、一定の基
準を満たす民間医療法人（例えば社会医療法人）などにも与えられる
仕組みとすることが望ましい。
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

①

②

① ○

②
○

　その場合、公的病院等の設置主体の要件についてどう考える
か

【現状】
　指定管理者制度導入（公設民営化）、地方独立行政法人化の
場合は、公立病院と同等の財政措置。民間譲渡後の民間病院
は財政措置の対象外。

　日赤等の公的病院については、いわゆる「不採算地区病院」
(過疎地の100床未満病院等)の運営費助成に限り、公立病院に
準じる財政措置。(平成２０年度から)

　自ら公立病院を設置していない市町村が、市町村立病院の開
設にかえて公的病院等に対する助成により必要な医療機能を
確保していると評価される場合には、一定の要件を設けて地方
財政措置の対象とすることを検討してはどうか。

民間譲渡後、他の民間病院との公平性から基本的には財政措置は
必要ではないと考えるが、不採算医療を担う等公益性があれば措置
の対象とすることも検討できるのではないか。

民間病院 対 救急 療等 採算 療 対 市 村が助成○

ⅰ

ⅱ

●

ⅲ 　一般の医療法人まで範囲を拡大することを検討するか。

ⅳ 　その他、適切な線引きの手法は考えられないか。

③ 　また、対象とする財政措置の範囲についてどう考えるか。

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ 　その他、適切な線引きの手法は考えられないか。

　さらに普通交付税上の措置など地方財政措置全般への拡大
まで検討するか。

民間譲渡後の病院に対する地方公共団体からの助成は安易に行な
うべきではない。公的医療と民間医療の適切な役割分担が崩れる。

か。

　いわゆる公益法人（財団法人、社団法人、社会福祉法人、学
校法人等）の範囲までの拡大を検討するか。

　「不採算地区病院」に関する措置（上記現行措置）にとどめる
か。

　例えば、救急、小児、周産期など特別交付税措置の対象とし
ている機能について拡大することを検討するか。

民間病院に対して救急医療等の不採算医療に対して市町村が助成
している場合、その助成に対しても地方交付税措置を講じるべきでは
ないか。

　医療法第３１条に定める「公的医療機関」の範囲（日赤、済生
会､厚生連等）を基準(上記現行措置)とするか。
　※　参考資料　P８  参照
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

(２)　有床診療所への財政措置
○

○

①

○

②
○

診療所であっても救急告示診療所の場合、自治体病院同様に財政
措置を検討願いたい。

　不採算地区病院や救急告示病院と同等の機能を有する有床
診療所に対して、財政措置を充実する必要があるのではない
か。

　本年度から、公立病院が改革プランを策定し診療所化した場
合に、引続き特別交付税措置を行うこととしているが、ガイドラ
イン策定時に既に診療所であった場合についてはどう考える
か。

　日赤、済生会、厚生連等の公的医療機関設置法人等が設置
する有床診療所についても、財政措置の対象に加えることにつ
いて検討すべきではないか。

【論点】

過疎地（不採算地区）における有床診療所に対して、地域医療確保
の観点から不採算地区病院と同様に病床数に応じて特別交付税措
置を行うことが必要と考える。

公立病院を診療所へ移行したが、公営企業会計として運営されてい
ないことからガイドラインに基づく財政支援措置が受けられない。非
公営企業会計の診療所についても対象としてほしい。

厚生連等の公的医療機関が運営する診療所に対しても公立診療所
同様に財政措置を講じてほしい。

４ 公立病院改革推進に係る措置

(１)　病院建物に係る財政措置における建築単価の上限設定 ○

【論点１】

○

【参考】 公立病院改革ガイドライン(抄)
①病院から診療所に移行した後の財政措置の継続
　公立病院が診療所に移行し、引き続き救急告示を受ける場合
及び過疎地等の「不採算地区病院」の地域要件を満たす場合
には、病院に準じ、これらに係る特別交付税措置を適用する。

　地方交付税措置における建築単価に上限を設定する場合、
具体的にどのような水準を上限とすることが考えられるか。

自治体病院の建築単価は民間病院に比べ高いため、民間病院の水
準に合わせるべき。

建築単価の上限設定は過剰な投資を制するためにも必要と考える。
しかし、単に民間病院に準拠した上限の基準設定ではなく、病院機
能や建設コストの動向を適正に反映した基準が必要と考える。
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

●

【論点２】

　　　 　　国立病院機構における指針　25万円～30万円
　　　　　　　　　　　（「病院建築標準仕様指針」平成１７年３月）

　最近における建築物価の上昇、離島地域における割高要因
など 地方公共団体側からの消極 慎重意見についてどう考え

　　　　 　公立病院実績単価　（自治体病院施設センター調べ）
　　　　　　　　（平成１０年度～２１年度の工事費公表分を対象）

　　　　　　　　　　　　全平均　３４３千円
　　　　　　　　　　　　　３００床未満　３３０千円
　　　　　　　　　　　　　３００床以上　３６３千円

【参考】　独立行政法人福祉医療機構融資単価（平成２０年度）
　　　　　　　　　　北海道　　　　耐火５階以上　２２６，５００円
　　　　　　　　　　北海道以外　耐火５階以上　２１９，６００円

かつては豪奢な建物も見られたが、現状の公立病院の置かれた状
況を考慮すれば、今後の改築計画において地方公共団体は節度あ
る対応をとると思われる したがって 上限を設ける必要はないと考

●

(２)　財政措置に係る「病床数」への病床利用率の反映

【論点１】

【論点２】 ○

●

　すべての病院について「許可病床数」を「一日平均入院患者
数」に置き換える方向で検討するか、病床利用率が一定の範囲
を外れる病院についてのみ病床数を調整する方向で検討する
か。

など、地方公共団体側からの消極・慎重意見についてどう考え
るか。

　病床利用率を反映させる場合、具体的にどのような手法で行
うか。

　病床利用率を反映させた場合、どのようなメリット・デメリットが
あるのか。

病床利用率を反映させることについては賛成である。適正な病床数
の確保のため、単年度のみの利用率ではなく複数年の平均利用率と
するべきと考える。

る対応をとると思われる。したがって、上限を設ける必要はないと考
える。

普通交付税措置の病床割に病床利用率を反映することについて、病
床が過剰で低いのか、過疎地なので低いのか、理由をどう理解する
かによって財政措置のあり方の議論に影響してくる。

 病院建物における建築単価の上限設定については、各病院の状況
により建築単価の決定要因に違いがあり、一律に上限値を定めるこ
とは非常に困難である。
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

【論点３】 ○

【論点４】 ●

　病床利用率を反映させる場合、一般に病床利用率が低い傾
向にある過疎地の病院に対する財政措置額が減少することに
ついてどう考えるか。

　別途、過疎地の病院に対する財政措置の充実等の対応策を
検討する必要があるのではないか。

普通交付税の算定に際して病床利用率を反映させる点については、
地方交付税の総額削減ではなく、公平な分配であれば賛成。ただし、
都市部と過疎地は実態が違うことを踏まえ病床利用率を反映してもら
いたい。

【参考】　平成１９年度 病床利用率　７５．５％
　　　　　　　　　　　　　　不採算地区病院 　　　７０．０％
　　　　　　　　　　　　　　不採算地区病院以外 ７６．２％

　病床利用率を反映させる場合、医師不足等により一時的に急
激に病床利用率が低下している病院に対する財政措置額が急

必要な医師を確保できず、患者の受入ができないことにより、病床利
用率が低くなることも考えられるため、病床利用率を交付税措置に反

○

○

○

○

再編・ネットワーク化に伴わない医療機能の見直しによる病院事業の
閉鎖よる取り壊し経費についても一時的に多額の負担を生じるため
財政措置が必要である。

単独病院の経営形態見直しや廃院のケースでの一般会計出資債や
一般会計での退職手当債の発行を検討されたい。

公立病院の再編を進めるため、それぞれの病院が抱えている不良債
務を実質的に棚上げできるような財政措置や、合併特例債の活用も
含め、新病院整備の財源を拠出できるような財政措置について検討
していただきたい。

【論点】

(３)　再編・ネットワーク化及び経営形態見直しに係る一時的財政負担に
　　係る措置

　再編・ネットワーク化及び経営形態見直しに係る財政負担に
ついて「公立病院改革ガイドライン」において講じられた措置に
加えて、更なる手当てを求める意見についてどう考えるか。

減することについてどう考えるか。

近年の医師不足により一時的に病床利用率が低下している病院も多
いため、一定期間を考慮した上で導入をすることを検討してほしい。

映させることは反対。

　具体的にどのような財政負担について、更なる措置を検討す
る必要があるか。
　　※　参考資料　P９  参照
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財政措置のあり方（論点整理(案)） 地方公共団体からの主な意見等（検討会における議論を含む。）

５　その他

○

【参考】　（例）
　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　都道府県分　　　　　　　　市町村分
　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　単価（千円）　　　　　　　　単価（千円）

不採算地区病床　　　　      　　　279　　　　　　　　　　680 ○

救急告示病院(Aランク)　　　 　15,300 　　　　 　　　44,200

小児医療病床　　      　　　　 　　384　　　　　　　　　　958

【論点】 　特別交付税措置における都道府県分と市町村分の単価の違
いについて、どのように考えるか。

不採算地区病院の特別交付税単価には都道府県と市町村で差が設
けられているが、市町村に代わって過疎地における医療提供という
点では変わらないため、都道府県単価を市町村なみに引き上げてほ
しい。

特別交付税措置がされている救急医療、小児医療などについては、
都道府県単価が市町村より低くなっているので引き上げてほしい。
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